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� はじめに 水災害危険度情報の提供の必要性が

高まっているが、水災害に対する危機認識は依然低

い。今後、水災害危険度に対する認識率を高くする

流域管理政策を行わなければならないが、他のハー

ド対策等の流域管理政策と組み合わせて効果を発揮

させるためには、水災害危険度を認識することによ

りどれだけ水災害被害額を軽減できるかを評価する

ことが必要である。また水災害危険度情報を認識す

ることにより、世帯は得られる効用は高いが水災害

危険度が高い地域から、得られる効用は低いが水災

害危険度が低い地域に移動する。こうした水災害危

険度情報の提供による世帯の負の便益や水災害被害

額が軽減する便益を立地均衡分析手法を用いて評価

することを本研究の目的とする。

� 立地均衡分析手法

��� 立地均衡モデルの基本的な考え方 立地均衡

モデルは企業、家計が効用を最大化すると仮定した

場合に、社会資本の整備がそれら複数の主体に及ぼ

す影響をシミュレーションできるモデルである。需要

と供給からなる市場を想定し、市場は常に均衡状態

（需要＝供給）へ向かうという仮定のもと、社会資本

の整備による影響・効果を反映した新たな均衡点を

求めるモデルである。本研究では、高木 ���のモデル

を参考として立地均衡モデルを構築する。

��� 世帯の行動モデルと水災害危険度情報 世帯

の間接効用関数を定式化する。世帯が得る効用は、

ゾーン毎に、地代、平均所得、水災害危険度情報に

対する認識率、水災害年期待被害額、最寄駅までの

所要時間および最寄駅から都市中心部の主要駅まで

の所要時間から決まる。

水災害危険度情報とは、ゾーンごとに算出された水

災害年期待被害額である。世帯が完全に水災害危険

度情報を認識した状態では、所得からゾーンの水災
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害年期待被害額が引かれたものを所得とした効用が

得られるとして、そのゾーンへ立地する。そのため、

世帯は水災害危険度が高いゾーンより、そのゾーン

より得られる効用は低いが水災害危険度が低いゾー

ンに立地すると考えられる。また、世帯が完全に水

災害危険度情報を認識していない場合は、その割合

だけ年期待被害額にかけたものを所得から引いたも

のを所得とした効用が得られるとする。ここで、水

災害危険度情報をどれだけ信頼しているかを水災害

危険度情報に対する認識率 �とする。例えば、水災害

危険度情報に対する認識率 �が �� であるならば、所

得から年期待被害額に �� をかけたものを所得とし

た効用が得られるとして立地する。

� 便益評価手法

��� 世帯・不在地主の便益 世帯が得る期待効用水

準は、貨幣の単位をもたないので、森杉 �!�による等

価的偏差（��）を導入することで、各世帯が受ける

便益を貨幣尺度で算出する。さらに森杉 �!�は立地均

衡分析には非限定 �� が適していることを示してお

り、本研究ではそれに従い非限定 �� を用いること

とする。不在地主の便益は供給者余剰の変化量とし

て算出する。

��� 水災害被害額の軽減による便益 まず、川池 �"�

の氾濫計算モデルに整備した降雨データを入力し、

各計算格子における浸水深を計算する。その際、浸

水深 ��� �以上が水災害による被害を受けると考え

る。次に、浸水深が ��� �以上である計算格子につい

て、水害統計に基づいて、一世帯あたりの水災害被

害額を算出する。さらに、計算格子毎に、一世帯あ

たりの水災害被害額に、一戸建て、長屋建て、共同

住宅に住む世帯の割合から算出する被災世帯率と世

帯数を掛け合わせて、水災害被害額を算出する。

� 費用便益評価
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表 � 水災害危険度情報の提供による便益比較 #万円$

年%
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��� 水災害危険度情報の提供による便益比較 前

節までで述べた方法で、水災害危険度情報の提供に

よる流域管理政策の費用便益評価を行う。現況にお

いては、水災害に対して危機認識は非常に低いと考

え、水災害危険度情報に対する認識率は ���とする。

行政の流域管理政策において、目標とする認識率を

���～���まで変化させて立地均衡分析を行い、"で既

述した手法で算出した各便益を表 �に示す。

表 �より、水災害危険度情報を提供した際、完全に

世帯が水災害危険度情報を認識した場合、水災害年

期待被害額は約  *��万円$年軽減される事と約   ��

万円$年の総便益が得られる事が分かった。しかし、

寝屋川流域の水災害年期待被害額 ��"億円$年に比べ

極めて小さな値となり、水災害危険度情報の提供に

より水災害危険度の高い地域から人と資産の移転を

促す効果は低いと言える。

��� 土地利用規制政策と水災害危険度情報の提供を

組み合わせた流域管理政策の費用便益評価 今後の

防災と土地利用のあり方を考えるにあたっては、流

出抑制施設の設置等のハード対策、土地利用規制政

策、災害危険度情報の提供等を、どのようなバラン

スで組み合わせればよいかということを検討する必

要がある。そこで、土地利用規制政策と水災害危険

度情報の提供を組み合わせた流域管理政策の費用便

益評価を行う。

松下 �*�を参考にして、いくつかの改善を行い、土

地利用規制政策と水災害危険度情報の提供を組み合

わせた流域管理政策の費用便益評価を行う。

図 � 認識率が �の状態で土地利用規制を行った結果

水災害危険度情報に対する認識率が ���の時、さら

に再現期間 !年から +�までの降雨を対象にした土地

利用規制を組み合わせた費用便益評価の結果を、再

現期間を ,軸として、図 �に示す。比較は、現況（認

識率が ���、土地利用規制無し）に対して行っている。

図 �より、認識率が ���かつ再現期間 ��年の降雨を対

象とした土地利用規制の時、最大の便益  ��(億円$年

が得られ、水災害年期待被害額は約 +"億円$年軽減

される。再現期間 ��年の降雨を対象とした土地利用

規制と水災害危険度情報の提供による流域管理政策

は、寝屋川流域において有効な対策となり得るとい

える。

� 結論 本研究では、水災害危険度情報として、年

期待被害額を用いたが、実際には毎年、年期待被害

額だけ被害を受けるのではなく、予期せぬ時期に大

きな被害を受ける。よって、水災害危険度情報として

も、例えば再現期間 ���年の降雨による被害額（もし

くは浸水深）を提示するほうが適当である。こうし

た場合の人の情報に対する受け止め方はまた違った

ものになると考えられ、そうしたことを考慮したモ

デルの構築が今後の課題である。
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